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１ 2020年基準世帯消費動向指数
（1）概要



二人以上の世帯
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消費動向指数（ＣＴＩ）の概要
• 消費動向をマクロ・ミクロの両面から捉える速報性の高い消費指標の体系︓消費動
向指数（CTI︓Consumption Trend Index）を参考指標として2018年１月分か
ら毎月公表

総消費動向指数
（ＣＴＩマクロ）

国内経済における個人消費総額（GDPにおける家計最終
消費支出）の月次動向を示す統計指標

世帯の平均消費支出額（10大費目別、世帯類型別など）の
月次動向を示す統計指標

世帯消費動向指数
（ＣＴＩミクロ）

 GDP統計（家計最終消費支出）をターゲットとして、最新の動向を推測
 GDP統計の四半期別公表値では観測できない月次の値を時系列回帰モデルによって推定
 2022年12月に、ビッグデータ利活用の成果に関する報告書をウェブサイトに掲載

 家計調査（標本規模︓二人以上の世帯 約８千、単身世帯 約7百）の結果を、
 家計消費単身モニター調査（標本規模︓約2千4百）
 家計消費状況調査（標本規模︓約３万）
の結果等と統計的手法によって補正・補強し、標本規模を
擬似的に拡大、推定精度を向上

単身世帯

家計調査

家計消費
状況調査 単身

モニター
調査

総世帯

本資料における説明範囲



単身
男

単身
女

２人 ３人 ４人
５人
以上

～39歳
～49歳
～59歳
～69歳
～79歳
80歳以上

単身
男

単身
女

２人 ３人 ４人
５人
以上

～39歳
～49歳
～59歳
～69歳
～79歳
80歳以上

世帯消費動向指数の推定方法の概要

家計消費
状況調査

①バイアス
補正・合成

②合成

家計消費
単身モニター調査

④世帯人員・世帯主年齢分布調整
指数化・実質化、季節調整等

区分別
ウエイト
（当月）

区分別
ウエイト
(基準年)

家
計
調
査

CTIミクロ
基本系列

CTIミクロ
調整系列※

CTIミクロ
参考詳細表

区分別
ウエイト
（当月）

区分別平均金額(家計＋単身ﾓﾆﾀｰ)

区分別平均金額(状況調査)

単身
男

単身
女

２人 ３人 ４人
５人
以上

～39歳
～49歳
～59歳
～69歳
～79歳
80歳以上

区分別合成金額
(３調査)

※ 調整系列とは、世帯主の年齢階級の分布と世帯人員の分布を基準年で固定して算出した世帯消費動向指数。
世帯構造（年齢や人数など）の変化が消費支出の推移に与える影響を除去した消費動向を示す系列。

（指数、増減率）
10大費目、財・サービス

（無作為抽出ではない）家計消費単身
モニター調査の回答を、家計調査の
単身世帯結果の世帯分布に合うよう、
傾向スコアで補正

世帯人員×
世帯主の年齢階級
の区分別に合成

③指数化・実質化、
季節調整等

（指数、増減率）
10大費目、財・サービス

（合成金額、増減率、寄与度）
品目別（世帯人員、
世帯主の年齢階級等）

⑤合成金額集計
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①家計消費単身モニター調査結果の統合
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• 民間調査会社の保有モニターから抽出した（無作為抽出ではない）世帯を対象とし
た「家計消費単身モニター調査」の回答を、家計調査の単身世帯結果の世帯分布に
合うよう傾向スコアで補正し、集計に用いる単身世帯の標本規模を擬似的に拡大



①家計消費単身モニター調査結果の統合
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• 両調査（家計調査、家計消費単身モニター調査）に共通する世帯属性情報を共変量
として用いて、ロジスティック回帰モデルによって各レコードの傾向スコアを推定

• モデルの回帰係数は、年に１回更新

𝑒 ൌ
1

1 exp െሺ𝑏𝑏ଵ𝑥,ଵ  𝑏ଶ𝑥,ଶ･･･ 𝑏𝑥,ሻ

年齢、都市階級、職業、住居等の情報を
ロジスティック回帰の共変量として使用し、
傾向スコアを算出

log
1െ 𝑒
𝑒

ൌ െሺ𝑏  𝑏ଵ𝑥,ଵ  𝑏ଶ𝑥,ଶ･･･ 𝑏𝑥,ሻ



②家計消費状況調査結果の合成

7家計消費状況調査の品目

・・・
授
業
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等
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庫

食
料 ・・・ ・・・

合
成
金
額

合成対象品目については、合成区分（年齢
階級、世帯人員）別に分散の逆数比を使用
して金額を合成

合成比率（家計調査︓β、家計消費状況調査︓１－β）
・・・・・・

電
気
冷
蔵
庫

国
公
立
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・・・
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等
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β ൌ 𝑉
 𝑉  𝑉

ൗ
𝑉︓家計調査（単身モニター調査含む）の区分𝑚の消費支出分散

𝑉
︓家計消費状況調査の区分𝑚の消費支出分散

※ 合成対象品目以外は、統合集計結果をそのまま使用

• 「家計消費状況調査」では、全国の約３万世帯に対し、高額で購入頻度の少ない
財・サービスの支出金額を調査

• 家計消費状況調査の区分別平均金額を、家計調査及び家計消費単身モニター調査の
統合集計結果（二人以上の世帯の場合、家計調査結果）に合成



ＣＴＩミクロの公表系列
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主要な統計表（指数、増減率）

品目別、財・サービス分類別 支出金額の参考詳細表（合成金額）

○︓名目値を表章

◎︓名目値及び実質値を表章

項目別、財・サービス分類別 対前年増減率の参考詳細表（対前年増減率、寄与度※）

◎︓名目値及び実質値を表章 ※︓総世帯に対する世帯の種類別寄与度も表章
黄色部分は2024年1月分公表時に追加



ＣＴＩミクロの公表系列（続き）
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参考詳細表

基本系列、
調整系列
10大費目別及び
財・サービス分類別の
指数値及び増減率を
表章

世帯主の年齢階級別
及び世帯人員別に
品目別支出金額を表章
2024年１月分より、
世帯属性、項目別の寄
与度を公表開始

※ 参考詳細表の金額は指数算出用金額と一致するが、不偏推定量ではないことに留意が必要
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世帯消費動向指数の推移（総世帯）
• 前年同月比は、2019年の消費税率改定から2021年の緊急事態宣言にかけて、
名目・実質ともおおむねマイナスが続いた後、名目は、2022年以降増加。
実質は、2022年以降横ばいであったが、2023年以降、緩やかに下落する傾向

• 季節調整値は、名目・実質とも、足下で下落傾向

消費支出の季節調整値及び前年同月比の推移（総世帯）
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世帯消費動向指数の推移（単身世帯）
• 単身世帯の結果を見ると、2023年の前年同月比の下落傾向が、総世帯の結果ほど
明確には見られない。

• 季節調整値で見ると、名目は2022年末に、実質は2023年初めに、それぞれ消費税
率改定前の水準に回復している。

消費支出の季節調整値及び前年同月比の推移（単身世帯）
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世帯消費動向指数の推移（二人以上の世帯）
• 二人以上の世帯の結果を見ると、前年同月比及び季節調整値のいずれも、総世帯結
果と同様の動き

消費支出の季節調整値及び前年同月比の推移（二人以上の世帯）
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家計調査結果の推移（二人以上の世帯）
• 家計調査（二人以上の世帯）の結果を見ると、世帯消費動向指数（二人以上の世
帯）に比べ、推移の幅が比較的大きい月があるが、前年同月比及び季節調整値のい
ずれも、世帯消費動向指数（総世帯）と同様の動き

消費支出の季節調整値及び前年同月比の推移（二人以上の世帯、家計調査）



14※ 単純なブートストラップ法により算出した2020年１月から2023年12月までのそれぞれの標準誤差率を単純平均したもの

10大費目別 月次結果の標準誤差率※ -年平均 - （％）

世帯消費動向指数の誤差の推移
• 世帯消費動向指数の月次の標準誤差率を見ると、全ての世帯区分について、2020
年基準の誤差率は各年で安定的に推移
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1 2020年基準世帯消費動向指数
（2）世帯消費動向指数の見直し状況
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2024年１月分からの見直し（概要）

①寄与度の公表開始
（1）世帯の種類別
（2）項目別

② 10大費目別季節調整値の内訳の公表開始



17

世帯の種類別 消費支出の前年同月比の寄与度
• 総世帯の消費支出の前年同月比に対する世帯の種類別の寄与度を算出
• 2022年11月以降、二人以上の世帯は減少に、単身世帯はおおむね増加に寄与
• 寄与度には、消費支出の増減に加え、世帯構成割合の変化も影響するため、
世帯の種類別の前年同月比と寄与度の符号は、必ずしも一致しない。

消費支出の前年同月比及び世帯の種類別寄与度（実質、総世帯）

※ 2023年以前の寄与度は、世帯消費動向指数及び労働力調査の結果を基に独自に算出。以下同じ。
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項目別 消費支出の前年同月比の寄与度

寄与度の絶対値が0.10以
上となる項目について、
寄与度プラス・マイナス
それぞれ上位５つを掲載。
主な項目は以下のとおり。

プラス︓
外食、
教養娯楽サービス、
交通、
自動車等関係費
など

マイナス︓
通信、
交際費、
設備修繕・維持、
自動車等関係費
など

消費支出の前年同月比に寄与した主な項目（実質、総世帯）

• 消費支出の前年同月比に対する寄与度を10大費目より細かい項目別に算出
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費目別 消費支出の季節調整値
• 2024年１月分から、総世帯及び二人以上の世帯の「教育」の季節調整値を公表
• 「その他の消費支出」を除く９大費目の分析が可能

費目別、消費支出の季節調整値及び前月比（実質、総世帯）

※ 「消費支出」の季節調整値から、「その他の消費支出」以外の９費目の季節調整値の合計を減じて算出したものであり、
「その他の消費支出」に季節調整を行った場合、必ずしもこの値とは一致しない。
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２ 2025年基準改定に向けた検討事項案
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2025年基準改定に向けた検討事項（案）

大きく分けて、以下の観点から検討が必要

①推定方法の改善及び精度向上

②公表内容の拡充
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傾向スコアに基づく補正係数の分布

• 傾向スコアに基づく補正係数の分布をみると、世帯全体の８割程度が0.1未満と
なっており、そのうち全体の１割程度が0.01未満

• こうした世帯については、補正方法を見直すことで、合成によるサンプルサイズを
補強する効果が向上する可能性

傾向スコアに基づくウエイト補正係数の分布状況（2024年３月分）
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傾向スコアによる補正方法の見直しの検討
• 補正係数に一定の閾値（最小値）を設けて、これを下回る世帯は閾値を補正係数と
するなど、過剰な補正を抑制する調整方法を検討

傾向スコアに基づくウエイト補正係数の見直し（イメージ）

補正係数が0.01未満と極端に
小さくなる世帯は、補正係数を
閾値（イメージでは0.01）と
することで、過剰な補正を
抑制する
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各調査間の合成比率算出方法の見直しの検討

家計消費
状況調査

①バイアス
補正・合成

②合成

家計消費
単身モニター調査

家
計
調
査

区分別平均金額(家計＋単身ﾓﾆﾀｰ)

区分別平均金額(状況調査)

単身
男

単身
女

２人 ３人 ４人
５人
以上

～39歳
～49歳
～59歳
～69歳
～79歳
80歳以上

区分別合成金額
(３調査)

世帯人員×
世帯主の年齢階級
の区分別に合成
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・各調査の合成処理では、
合成する両調査の分散の
逆数比を使用

・分散はブートストラップ法で
算出しており、算出・検証の
コストが大きいため、合成比率
は基準年で固定

・当月のサンプルサイズ比で
合成するなど、合成比率の
算出方法の見直しを検討
※2015年基準では、②は世帯の種類ごとに
サンプルサイズ比（2015年基準の間は固定）を用い
て合成
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財・サービス区分別季節調整値の追加検討

• 財・サービス区分別指数は、原数値を2020年基準から公表を開始
• 2024年12月分結果を公表し、センサス局法(X-12-ARIMA)を用いた計算が可能な
５年分のデータが蓄積され次第、季節調整値の試算を行う予定

財・サービス区分別消費支出（原数値、名目及び実質、総世帯）
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2025年基準改定スケジュール（案）

2024年度 2025年度 2026年度

2025年基準改定に向けた検討期間

基準改定案結果試算・検証

2025年基準公表開始
（2026年７月分公表～）

消費統計研究会

※ 2020年基準改定時のスケジュールをベースに仮置きしたもの。
検討状況は、必要に応じて、消費統計研究会において議論。

基準改定に向けた事務手続き・遡及集計等

基準改定方針取りまとめ




